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・とっとり未来教師セミナー　　　・土曜自主セミナー　　　・出かけるセンター　　　・自治体向けのＩＣＴ活用出前研修 ・指導改善研修

ＩＣＴ活用指導力向上研修
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校長研修
　
ミ
ド
ル
リ
ー
ダ
ー

　
ス
テ

ッ
プ
ア

ッ
プ
研
修

学
校
リ
ー
ダ
ー
研
修

主任・主事等研修

事務主幹　・　事務長研修

副校長･教頭研修

令和２年度教職員研修の概要

そ
の
他

若手育成研修

学　校　経　営　研　修

　
中
堅
教
諭
等
資
質
向
上
研
修

　

（
 

年
目
研
修

）

職　務　に　応　じ　た　研　修

専
門
研
修

新
任
主
幹
教
諭
研
修

職
務
研
修
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・学習指導の基礎
・生徒指導の基礎
・自己成長のマネジメント及
び組織貢献の基礎

初
任
者
研
修

新
規
採
用
研
修

・学習指導・生徒指導の専門
性や指導力の拡充
・組織貢献力の向上
・学校運営の中核としての企
画・運営やチームマネジメント
の展開

育成期（第１ステージ）

ス
テ
ー
ジ

充実期（第３ステージ）向上期（第２ステージ）

１１～１５年目

　 第１ステージの経験をもとに,
学習指導や学級経営の専門的
知識・技能を習得するとともに、
得意分野の開発と実践的指導
力の向上及び視野の拡大を図
る。

１６年目以降

   第２ステージの経験をもとに、職務に関する専門性をよりいっそう高め、広い視
点から学校運営に積極的に参画するとともに、指導的立場としての力量及び管
理的立場としての力量（マネジメント能力）を高める。

令和２年３月２０日

・学習指導の専門的知識や技
能の習得
・生徒指導・学級経営の充実
・自己成長のマネジメント及び
組織貢献の充実

・学習指導・生徒指導の専門性や指導力の向上
・メンターとしての実践力の向上と組織力の充実
・学校組織マネジメント能力の習得とリーダーシッ
プの発揮

学力向上対策ゼミナール

１　教職員研修の基本方針
　　「鳥取県公立学校の教員・校長としての資質の向上に関する指標」を踏まえた研修を実施する。
　（１）教職員のキャリアステージに沿って研修を体系化し、教職経験に応じて職務の遂行に必要な資質・指導力の向上を
     　　　図る研修を実施する。
　（２）本県教育の現状と課題を踏まえ、今日的な教育課題の解決に向けた研修を実施する。
　（３）教職員のニーズに応じた研修内容・方法等の工夫改善を図り、多様で効果的な研修を実施する。

２　教職員研修体系の概要

鳥取県教育センター

６～１０年目１～５年目

　 教員としての必要な基礎
的素養・指導技術を広く習
得し、実践的指導力を身に
付けるとともに、学校組織の
一員としての自覚を高める。

ミドルリーダーの実践力の充実ミドルリーダーの基礎力の充実次期ミドルリーダーの育成若手教員の育成

マネジメント能力

専門的指導力

16
11
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鳥取県教育センター

研修名 研修名
幼稚園 新規採用教員研修　 幼児教育　園経営研修（園長・副園長）
小学校・義務教育学校 初任者研修　 小学校　国語　
中学校・義務教育学校 初任者研修　 中学校　国語　

高等学校 初任者研修　 高等学校　国語　

特別支援学校 初任者研修　 小学校　社会

養護教諭 新規採用教員研修　 高等学校　地理歴史・公民
小学校・義務教育学校 ２年目研修　 小学校　算数　
中学校・義務教育学校 ２年目研修　 中学校　数学

高等学校 ２年目研修　 高等学校　数学

特別支援学校 ２年目研修　 小学校　理科　

養護教諭 ２年目研修　 中学校　理科
小学校・義務教育学校 ３年目研修　 小学校　音楽　
中学校・義務教育学校 ３年目研修　 中・高等学校　音楽

高等学校 ３年目研修　 小学校　図画工作

特別支援学校 ３年目研修　 中・高等学校　美術

養護教諭 ３年目研修 小学校　体育
小学校・義務教育学校 ６年目研修　 小学校　家庭
中学校・義務教育学校 ６年目研修　 中・高等学校　家庭

特別支援学校 ６年目研修　 小学校 外国語活動・外国語

幼稚園 中堅教諭等資質向上研修 中学校　英語　
小学校・義務教育学校 中堅教諭等資質向上研修 高等学校　英語
中学校・義務教育学校 中堅教諭等資質向上研修 小学校　道徳　

高等学校 中堅教諭等資質向上研修 中学校　道徳

特別支援学校 中堅教諭等資質向上研修 小学校　生活

養護教諭 中堅教諭等資質向上研修 小・中学校　特別活動
小学校・義務教育学校 １６年目研修 高等学校　情報
中学校・義務教育学校 １６年目研修 ＩＣＴ活用教育①　基礎編

高等学校 １６年目研修 ＩＣＴ活用教育②　応用編

特別支援学校 １６年目研修 プログラミング教育

新任校長研修（全）　 情報モラル教育

校長研修（全） Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ 小学校特別支援教育

新任副校長研修　 中学校特別支援教育

新任教頭研修（全） 高等学校特別支援教育

副校長・教頭研修（全）Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ 特別支援学校

新任事務長研修　 特別支援教育

事務主幹・事務長研修 Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ　 教育相談①

２年次校長評価者研修(全) 教育相談②

副校長評価者研修・２年次教頭評価者研修(全) 小・中学校教育相談

新任主幹教諭研修　 高等学校教育相談

学校リーダー研修（全）　 生徒指導

ミドルリーダーステップアップ研修（小・中） 小学校　学級経営

新任生徒指導担当者研修（小・中・特） 中・高等学校　学級経営

新任保健体育主事研修（全） 安全・健康・食育

新任道徳教育推進教師研修（小・中・特） 図書館教育（小・特）

新任特別支援教育主任研修（小・中・高） 人権教育　

情報化推進リーダー研修（全） ふるさとキャリア教育

養護教諭研修（全） 博物館連携講座

特別支援学級新担任研修（小・中）

栄養教諭・学校栄養職員研修（小・中・特） 小学校　算数

実習教諭・実習職員研修(高・特) とっとり未来教師セミナー
寄宿舎指導員研修（特） 土曜自主セミナー

教育相談・不登校担当教員研修（小・中）

教育相談担当教員研修（高）

新任司書教諭研修（全）

司書教諭研修（小・特）

司書教諭研修（中・高）

学校事務職員１年目研修（全）

学校事務職員フォローアップ研修（全）

学校事務職員５年目研修（全）

学校事務職員１０年目研修（全）

新任事務副主幹・新任事務次長研修（全）

事務副主幹・事務次長研修（全）

新任事務主幹研修

事務主幹研修

学校事務職員研修（全）

講師研修（小・中）

講師研修（高・特）
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学力向上対策ゼミナール

★専門研修の以下の講座は隔年で開催する。
　（中学校社会／高等学校地理歴史・公民）
　（高等学校理科／中学校理科）
　（中・高等学校保健体育／小学校体育）
　（中学校技術／中・高等学校家庭）
　（小・中学校総合的な学習の時間／小学校生活）
　（小・中学校書写、高等学校書道／実施せず）
　（高等学校専門教科　商業／農業／工業／水産／情報）
　（図書館教育（中・高）/図書館教育（小・特）)

ＩＣＴ活用指導力向上研修

３　令和２年度教職員研修講座一覧
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 初任者研修の弾力的実施について 

                                   令和２年３月２０日 

                                 鳥取県教育センター 

                                  

 喫緊の課題である若手教員育成をより効果的に進めるため、初任者研修の運用を見直し、小学校、
中学校、義務教育学校においては、令和２年度からモデル地域で「令和２年度版鳥取メンター方式」
を実施する予定である。これにより、初任者研修を活用して校内におけるミドルリーダーや若手教員
の人材育成を図るとともに、持続可能な校内人材育成システムの構築につなげていきたいと考えてい
る。また、常勤講師経験年数等を考慮した研修内容の一部軽減など、学校負担の軽減に努め、初任者
研修を弾力的に運用していく。 
 
１ 令和２年度初任者研修の基本方針 

校内における研修を、従来の拠点校方式・一人配置校方式、または「令和２年度版鳥取メンタ
ー方式」のいずれかで実施する。 

 
２「令和２年度版鳥取メンター方式」について→ 資料２ 資料３ 資料４ 

（１）概要 
大量退職・大量採用の状況が続く中、各学校において教員の指導力を担保するために、若

手教員の着実な資質向上を図る必要がある。特に初任者育成に関しては、今後、初任者研修
に係る加配定数を２０２６年度までに漸次基礎定数化していく（４人に１人→６人に１
人）という国の動きを見据え、本県においても初任者研修に係る教員定数を段階的に移行し
ていく必要がある。そこで、初任者を含めた若手教員の育成をより効果的に進めるために、
初任者研修の運用を従来の拠点校方式・一人配置校方式から鳥取メンター方式へ令和２年度
より段階的に移行し、弾力的に実施していくこととしたい。この鳥取メンター方式の導入に
よって、初任者の育成と同時に若手教員の育成、さらには学校組織全体の活性化も期待でき
るものと考える。 

（２）「令和２年度版鳥取メンター方式」の概要 
【校内指導体制】 
・校内指導教員 ：校内研修体制を整備し、初任者指導を行う 
・メンターチーム：育成期、向上期の教員を中心としたチームがメンターとして初任者を指

導しながら学び合う 
・研修コーディネーター：各校のメンターチームを指導し、研修ノウハウの提供等を行う 

【研修内容】 

 
※メンターチームが主体となり、初任者や若手教員の実態やニーズに応じたテーマ設定のも
と、３０分～５０分程度を目安として協議等を中心に行う参加型研修 

【「令和２年度版鳥取メンター方式」導入に伴う学校負担の軽減】 
・校内における研修の時間数削減 
・メンターチームメンバーに対する基本研修・職務研修の軽減 
・メンターチームへの県教育委員会による日常的・継続的な支援 
・校内指導教員の指導時間確保のための、授業を補完する非常勤講師の配置予定 

（３）今後の見通し 
令和２年４月 初任者研修の弾力的実施開始 
（「令和２年度版鳥取メンター方式」モデル地域：３～４地域程度） 
その後、年次的に実施予定 

 
３ 初任者研修（拠点校方式・一人配置校方式及び「令和２年度版鳥取メンター方式」）における学

校負担の軽減 
 ・教職大学院修了者及び常勤講師経験者（３年以上）に対する個別的対応 
・提出文書等の様式の簡略化 

平成３１（令和元）年度 
（従来型） 

（週６時間） 
 

令和２年度 
（令和２年度版鳥取メンター方式） 

（週４時間＋月１回程度） 
授業実践 週２時間  授業実践 週１時間 

事前・事後指導 週１時間  事前・事後指導 週１時間 
示範授業 週１時間  示範授業 週１時間 
一般研修 週２時間  一般研修 週１時間 

   メンターチーム研修※ 月１回程度 

削減 

削減 

新規 

資料１ 
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「令和２年度版鳥取メンター方式」における校内研修の内容と校内指導体制 

 

１ 「校内における初任者研修」の内容 
形態 内容 

授業実践 校内指導教員等の参観のもと、初任者研修として初任者が行う授業 
事前・事後指導 初任者の授業実践に対して行う指導 

示範授業 初任者の参観のもとに、校内指導教員、メンター、その他の校内の教員が行う授
業 

一般研修 校内指導教員、メンター、その他の校内の教職員が、基礎的素養、学級経営、教
科指導、生徒指導等について初任者を指導する研修 

メンターチーム研修 

メンターチームが主体となり、初任者や若手教員の実態やニーズに応じたテー
マ設定のもと、３０分～５０分程度を目安として協議等を中心に行う参加型の
研修 
（例）・参観日の公開学習に向けての模擬授業 

・学級経営と教師の役割 
・保護者への対応の仕方 
・基本研修（２年目研修、３年目研修、６年目研修、中堅教諭等資質向上
研修 等）の課題研究の取組の紹介 等 

 
２ 校内指導体制 

 構成 役割 

メ
ン
タ
ー
チ
ー
ム 

メンター 
（チームリーダー） 

・校内における研修を実施する。 
・メンターチームの中心となって、メンターチーム研修のテーマ設定、司
会、協議のファシリテーター、役割分担や準備の計画等を担う。 

・初任者の思いや悩みを受け止め、適切な指導助言を適宜行うとともに、ニ
ーズに応じた研修の立案・調整を行う。 

メンター 
（チームメンバー） 

・校内における研修の一部を実施する。 
・メンターチーム研修を実施する。 
・初任者の思いや悩みを受け止め、適切な指導助言を行うとともに、ニーズ
に応じた研修の立案・調整を行う。 

・日常的に初任者を含めた若手教員同士の信頼関係を築く。 

校内指導教員 
教科指導員 

・先輩としての立場からすべての領域にわたって初任者に対して指導助言
を行う。 

・校内における初任者研修の授業実践や事前・事後指導を中心となって行
う。 

・初任者からの様々な相談に応じる。 
・全ての教職員が研修にかかわれるよう、校内研修体制の整備に努める。 
・全ての教職員による初任者に対する指導及び助言の状況を把握し、年間
をとおして系統的・組織的な研修が行われるようにする。 

・研修記録簿等の初任者研修に係る帳簿、書類等の点検、整備を中心となっ
て行う。 

サ
ポ
ー
ト
チ
ー
ム 

研修 
コーディネーター 

・初任者を含めた若手教員の育成に向けた効果的なメンターチーム研修の
コーディネートを行う。 

・メンターチーム内の情報共有を促進したり、メンターチーム研修への支
援や指導助言を行ったりする。 

・効果的な取組の情報収集及び普及を図る。 
・他校との連絡調整を行う。 
・初任者や若手教員の実態把握（授業参観、聞き取り、児童生徒観察、授業
分析等）に基づいた適切な指導を行う。 

校長 
副校長 
教頭 

・初任者や若手教員の育成に向けた指導体制を校務分掌組織に明確に位置
づける。 

・校内の人間関係に配慮し、初任者や若手教員の成長を援助しようとする
協働的な雰囲気を学校全体に醸成する。 

・初任者研修が効果的に実施されるよう校内体制を確立する。 
・メンターチーム研修を含めた初任者研修全体の実施状況を明確に把握し、
適切な評価及び指導助言を行う。 

その他の教職員 
・協働的な雰囲気を醸成し、初任者及び若手教員の育成にかかわる。 
・初任者研修に積極的にかかわり、初任者への指導助言、示範授業等をとお
して、自己成長を図る。 

・メンターチームの取組に積極的に協力・支援する。 
 

資料２ 
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「
校

内
に

お
け

る
初

任
者

研
修

」
を

活
用

し
た

 
人

材
育

成
シ

ス
テ

ム
の

構
築

（
令

和
２

年
度

版
鳥

取
メ

ン
タ

ー
方

式
）（

案
）

 
初

任
者

育
成

 

 

従
来

型
 

 
初

任
者

育
成

 

 

中
心

と
し

た
研

修
 

全
教

職
員

の
協

力
を

得
て

 
実

施
す

る
研

修
 

授
業

実
践

 
週

２
時

間
程

度
 

事
前

・
事

後
指

導
 

週
１

時
間

程
度

示
範

授
業

 
週

１
時

間 一
般

研
修

 
週

２
時

間初
任

者
育

成
 

鳥
取

県
教

育
委

員
会

 

  
    

 
              

 
          

中
心

と
し

た
研

修
 

事
前

・
事

後
指

導
 

週
１

時
間授
業

実
践

 
週

１
時

間

メ
ン

タ
ー

チ
ー

ム
に

よ
る

研
修

 
メ

ン
タ

ー
チ

ー
ム

研
修

 

研
修

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

に
よ

る
 

メ
ン

タ
ー

チ
ー

ム
へ

の
指

導
・

助
言

・
支

援
 

・
メ

ン
タ

ー
チ

ー
ム

研
修

の
内

容
・

方
法

に
つ

い
て

の
指

導
・

助
言

を
と

お
し

た
メ

ン
タ

ー
チ

ー
ム

の
育

成
 

・
チ

ー
ム

リ
ー

ダ
ー

へ
の

研
修

ノ
ウ

ハ
ウ

や
情

報
の

提
供

等
に

よ
る

支
援

 

 

 
 

 

リ
ー

ダ
ー

 
経

験
年

数
７

年
 

メ
ン

バ
ー

 
経

験
年

数
２

年
 

メ
ン

バ
ー

 
経

験
年

数
１

年
 

研
修

体
制

イ
メ

ー
ジ

 

研
修

 
ー

初
任

者
 

メ
ン

タ
ー

チ
ー

ム
 

メ
ン

バ
ー

 
経

験
年

数
５

年
 

初
任

者
育

成
 

企
画

運
営

す
る

メ
ン

タ
ー

の
 

資
質

向
上

 

チ
ー

ム
リ

ー
ダ

ー
の

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

力
等

の
向

上
 

初
任

者
の

状
況

に
応

じ
た

研
修

内
容

と
適

時
適

切
な

指
導

に
よ

る
初

任
者

の
資

質
向

上
 

初
任

者
育

成
 

 

全
教

職
員

に
よ

る
研

修
 

一
般

研
修

 
週

１
時

間示
範

授
業

 
週

１
時

間

 ਢ ૭ ચ ऩ 

ૅ  য ౫  ਛ ३ ५ ॸ  

 ା ॑ ी क ख थ 

週
時

程
に

位
置

付
け

る
研

修
を

 
週

６
時

間
か

ら
週

４
時

間
へ

 
（

年
間

６
０

時
間

の
削

減
）

 

メ
ン

タ
ー

チ
ー

ム
メ

ン
バ

ー
に

 
対

す
る

基
本

研
修

・
 

職
務

研
修

の
軽

減
 

（
申

請
に

よ
る

一
部

免
除

）
 

資
料
３
 

 

 県 教 育 委 員 会 に よ る 

日 常 的 ・ 継 続 的 な メ ン タ ー チ ー ム へ の 支 援 

提
出

文
書

等
の

見
直

し
に

よ
る

 
負

担
軽

減
 

計
画

書
・

報
告

書
・

記
録

簿
様

式
の

 
一

部
見

直
し

個
別

的
対

応
に

よ
る

負
担

軽
減

 
教

職
大

学
院

修
了

者
、

 
常

勤
講

師
３

年
以

上
経

験
者

の
 

一
般

研
修

一
部

軽
減

 

※
初

任
者

の
実

態
に

応
じ

て
研

修
内

容
や

実
施

方
法

に
配

慮
す

る
こ

と
。

 

校
内

指
導

教
員

の
 

負
担

軽
減

の
た

め
の

非
常

勤
配

置
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県
教

育
セ

ン
タ

ー
に

お
け

る
 

「
校

外
研

修
」

 
「

校
内

に
お

け
る

初
任

者
研

修
」

を
活

用
し

た
 

人
材

育
成

シ
ス

テ
ム

の
構

築
 

初
任

者
育

成
 

鳥
取

県
教

育
委

員
会

 

      
 

              
 

        

鳥
取

県
教

育
人

材
の

 
確

実
な

育
成

 
持

続
可

能
な

 
校

内
人

材
育

成
シ

ス
テ

ム
定

着
 

メ
ン

タ
ー

チ
ー

ム
に

よ
る

研
修

 

 
 

 

リ
ー

ダ
ー

 
経

験
年

数
７

年
 

メ
ン

バ
ー

 
経

験
年

数
２

年
 

メ
ン

バ
ー

 
経

験
年

数
１

年
 

研
修

体
制

イ
メ

ー
ジ

 

研
修

 
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
 

初
任

者
 

メ
ン

タ
ー

チ
ー

ム
 

メ
ン

バ
ー

 
経

験
年

数
５

年
 

初
任

者
 

育
成

 

初
任

者
研

修
 

２
年

目
研

修
 

基
礎

的
・

基
本

的
 

知
識

・
技

能
の

習
得

 

基
礎

・
基

本
の

理
解

 
初

任
者

研
修

 

３
年

目
研

修
 

基
礎

的
・

基
本

的
 

知
識

・
技

能
の

習
得

 

専
門

的
 

知
識

・
技

能
の

習
得

 
６

年
目

研
修

 

専
門

性
向

上
 

学
校

運
営

参
画

 

学
校

運
営

参
画

 
指

導
的

立
場

の
自

覚
 

 ু  ਛ ଢ଼ ఊ 

リ
ー

ダ
ー

 
育

成
 

若
手

教
員

 
育

成
 業

務
改

善
 

教
師

は
学

校
現

場
で

育
つ

！
 

メ
ン

タ
ー

チ
ー

ム
メ

ン
バ

ー
に

対
す

る
 

基
本

研
修

・
職

務
研

修
の

軽
減

（
申

請
に

よ
る

一
部

免
除

）
 

「
校

内
に

お
け

る
初

任
者

研
修

」
と

経
験

者
研

修
の

関
連

を
図

っ
た

人
材

育
成

の
イ

メ
ー

ジ
 
資
料
４
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令
和
２

年
度

 教
育
セ

ン
タ
ー
 

教
育
の

情
報
化
に

係
る
研
修
の
概
要
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資
料
５

 
令
和

２
年
３
月
２
０

日
 

鳥
取
県
教
育
セ
ン
タ
ー
 

 

                        
 

●
教

員
の

IC
T

活
用

指
導

力
の

状
況

 

授
業

に
Ｉ

Ｃ
Ｔ

を
活

用
し

て
指

導
す

る
能

力
 

 
鳥

取
県

 
全

国
平

均
 

 

H
3

0
 

7
3

.0
%

 
1

4
位

 
6

9
.7

%
 

※
 

H
2

9
 

7
5

.2
%

 
3

2
位

 
7

6
.5

%
 

 

H
2

8
 

7
3

.1
%

 
3

3
位

 
7

5
.0

%
 

 

児
童

生
徒

の
Ｉ

Ｃ
Ｔ

活
用

を
指

導
す

る
能

力
 

 
鳥

取
県

 
全

国
平

均
 

 

H
3

0
 

7
1

.6
%

 
2

1
位

 
7

0
.2

%
 

※
 

H
2

9
 

5
9

.3
%

 
4

5
位

 
6

7
.1

%
 

 

H
2

8
 

5
7

.4
%

 
4

6
位

 
6

6
.7

%
 

 

情
報

活
用

の
基

盤
と

な
る

知
識

や
態

度
に

つ
い

て
指

導

す
る

能
力

 

 
鳥

取
県

 
全

国
平

均
 

 

H
3

0
 

7
9

.9
%

 
2

7
位

 
8

0
.5

%
 

※
 

H
2

9
 

7
3

.7
%

 
4

7
位

 
8

0
.6

%
 

 

H
2

8
 

7
1

.3
%

 
4

6
位

 
8

0
.0

%
 

 

※
平

成
３

０
年

度
調

査
よ

り
質

問
項

目
が

変
更

と
な

っ
た

た
め

、
平

成
２

９
年

度
以

前
と

は
参

考
比

較
 

 年
度

中
に

Ｉ
Ｃ

Ｔ
活

用
指

導
力

の
状

況
の

各
項

目
に

関

す
る

研
修

を
受

講
し

た
教

員
 

 
鳥

取
県

 
全

国
平

均
 

 

H
3

0
 

4
0

.7
％

 
3

1
位

 
4

7
.1

％
 

 

H
2

9
 

3
9

.7
％

 
2

6
位

 
4

5
.2

%
 

 

H
2

8
 

3
9

.0
％

 
2

1
位

 
4

0
.3

％
 

 

 ［
学

校
に

お
け

る
教

育
の

情
報

化
の

実
態

等
に

関
す

る

調
査

（
文

部
科

学
省

）
よ

り
］

 

 現
状

と
課

題
 

研
修

の
実

施
 

☆
印
の
研
修
受
講
者
に
は
修
了
証
を
配
布

 
【
基
本
研
修
】

 
初
任
者
研
修
 
☆

 
対
象

 
小
・
中
・
義
・
高
・
特
の
初
任
者

 
内
容
 

・
IC

T
活
用
教
育

 

【
職
務
研
修
】

 
情

報
化

推
進

リ
ー

ダ
ー

研
修

（
悉

皆
）

 
☆

 遠
隔

研
修

 

対
象

 
小
・
中
・
義
・
高
・
特
の
情
報
化
推
進
リ
ー
ダ
ー

 
内
容
 

 
 
 

 
・
情
報
化
推
進
リ
ー
ダ
ー
と
し
て
の
役
割
の
理
解

 
・
校
内
で
の
情
報
化
推
進
の
実
践

 
新
任
校
長
研
修

 
対
象

 
小
・
中
・
義
・
高
・
特
の
新
任
校
長

 
内
容

 
・
教
育
の
情
報
化
推
進

 
【
専
門
研
修
】

 
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
教
育
①
 
半
日
で
複
数
回
実
施
 
☆

 
内
容

 
・
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
の
活
用
研
修

 
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
教
育
②

 
内
容

 
・
情
報
活
用
能
力
を
育
成
す
る
単
元
づ
く
り

 
情
報
モ
ラ
ル
教
育
 
 
☆

 
内
容

 
・
実
践
的
な
情
報
モ
ラ
ル
教
育
の
授
業
づ
く
り
 

 
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教
育

 
内
容

 
・
小
学
校
に
お
け
る
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教
育
の
授
業
づ
く
り

 
 IC

T
活

用
指

導
力

向
上

研
修

（
新

規
）

 
 

☆
 

対
象

 
IC

T
活

用
指
導
力
に
課
題
を
感
じ
て
い
る
教
員
 

 
内
容

 
・

IC
T
活
用
研
修

 
 

 

出
か
け
る
セ
ン
タ
ー

 
対
象

 
希
望
す
る
学
校

 
内
容

 
・

IC
T
活
用
研
修

  
/ 
・
情
報
モ
ラ
ル
教
育
研
修

 
・
小
学
校
に
お
け
る
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教
育
研
修

 
 

 
県
内
自
治
体
向
け
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
出
前
研
修
（
委
託
研
修
）

 
対
象

 
希
望
す
る
市
町
村
の
教
職
員

 
内
容

 
・

IC
T

活
用
の
有
効
性
の
理
解
、
自
校
の
機
器
・
ソ
フ
ト
を

活
用
し
た
授
業
づ
く
り

 
・
校
内
の
情
報
化
推
進
の
た
め
の
研
修

 
※
民
間
の

IC
T
支
援
員
に
よ
っ
て
行
う
た
め
、
よ
り
専
門
的
な
内
容
の

研
修
を
実
施
す
る
こ
と
が
可
能

 
 

期
待

す
る

効
果

 

・
教
員
の

IC
T
活
用
指
導
力
の
向
上

 
・
推
進
体
制
の
整
備

 
・
授
業
改
善
と
情
報
教
育
の
充
実

 
・
新
学
習
指
導
要
領
へ
の
対
応

 
・
情
報
活
用
能
力
（
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
的
思
考
・
情
報

モ
ラ
ル
等
を
含
む
）
の
育
成

 
・
学
校
教
育
支
援
サ
イ
ト
に
よ
る
積
極
的
な
情
報
発
信

 
・
学
校
の

IC
T
環
境
の
整
備

 
・
校
務
の
情
報
化

 
・
遠
隔
教
育
の
推
進

 
・
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

 
・
人
材
育
成
・
活
用

 
・

IC
T
支
援
員
の
活
用

 
 
以

上
の

観
点

で
、

校
内

体
制

の
構

築
及

び
教

員
の

IC
T

活
用

指
導
力

の
向
上

を
図

り
、

学
校

に
お
け

る

教
育
の
情
報
化
を
推
進
す
る
。

 

情
報

化
推

進
リ

ー
ダ

ー
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平成３１（令和元）年度 研修講座の概要・評価について 

 

令和２年３月２０日 

鳥取県教育センター 

 
 １ 研修講座概要 
  （１）基本研修（悉皆研修） 
       ア 初任者研修（小・中・義・高・特 ）・新規採用教員研修（幼稚園等・養護教諭） 
          イ 教職経験者研修 
           ア）２年目研修（小・中・義・高・特・養護教諭） 
           イ）３年目研修（小・中・義・高・特・養護教諭） 
           ウ）６年目研修（小・中・義・高・特・養護教諭） 
           エ）中堅教諭等資質向上研修（小・中・義・高・特） 

      オ）１６年目研修（小・中・義・高・特） 

      カ）キャリアデザイン研修（小・中・義・高・特） 
 
    （２）職務研修（悉皆研修） 
          ア 学校経営研修（校長・副校長・教頭 等）【１２講座】 
          イ 主任・主事等研修【６講座】 
          ウ 職務に応じた研修【２３講座】 
  
    （３）専門研修（希望研修）       
          ア 幼児教育   【４講座】              
          イ 教科指導等  【２６講座】 
     ウ 各種教育課題等【２７講座】 
         ・情報教育  （４講座） 
              ・特別支援教育（８講座）       
         ・教育相談・生徒指導・学級経営等（８講座）  
              ・各種教育等 （７講座）  
                  
  ２  評価 
     （１）評価方法 
          研修終了直後、受講者に４段階評価でアンケート調査を実施 
          評価（自己成長や資質向上に） 

４（十分つながる） ３（概ねつながる） ２（あまりつながらない） １（つながらない） 
 

     （２）アンケート集計結果 
     平成３１（令和元）年度基本研修・職務研修・専門研修アンケート集計結果・・・次ページ 

      

  （３）研修全体の評価について 

      本年度の研修により、教職員の指導力向上をとおして児童生徒の生きる力を育み、実施し

た研修内容が学校教育活動に生かされるものとなってきたと受け止めている。今後も国や県

の実態やニーズに対応した研修の企画に努め、鳥取県公立学校の教員としての資質の向上に

関する指標を踏まえ、キャリアステージに応じた体系的かつ効果的な研修を計画し、教育課

題に対応した講座の実施に努めてまいりたい。 
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基本研修

4 3 2 1
幼稚園 新規採用研修 ①～⑨ 261 82 18 0 0

初任者研修 ①～⑫ 1174 85 15 0 0
２年目研修 ①～③ 243 76 24 0 0
３年目研修①～③ 191 75 25 0 0
６年目研修①～③ 152 72 28 0 0
中堅教諭等資質向上研修 ①～⑥ 88 69 30 1 0
１６年目研修①～③ 60 73 27 0 0
初任者研修 ①～⑫ 450 88 12 0 0
２年目研修 ①～③ 105 83 16 1 0
３年目研修①～③ 104 75 22 3 0
６年目研修①～③ 98 64 36 0 0
中堅教諭等資質向上研修 ①～⑥ 63 60 40 0 0
１６年目研修①～③ 63 57 43 0 0
初任者研修 ①～⑫ 224 75 25 0 0
２年目研修 ①～③ 27 93 7 0 0
３年目研修①～③ 14 100 0 0 0
６年目研修①～③ 56 62 38 0 0
中堅教諭等資質向上研修 ①～⑥ 130 69 30 1 0
１６年目研修①～③ 69 68 31 0 1
初任者研修 ①～⑫ 316 82 18 0 0
２年目研修 ①～③ 46 100 0 0 0
３年目研修①～③ 51 92 8 0 0
６年目研修①～③ 48 74 26 0 0
中堅教諭等資質向上研修 ①～⑥ 59 84 16 0 0
１６年目研修①～③ 25 80 20 0 0
新規採用研修 ①～⑩ 135 93 7 0 0
２年目研修①～③ 26 88 12 0 0
３年目研修①～③ 27 85 15 0 0
６年目研修①～③ 24 100 0 0 0

全校種 キャリアデザイン研修Ａ・Ｂ 128 30 67 2 1
4457 79 21 0 0

職務研修

4 3 2 1
1018 69 29 2 0
222 52 47 1 0
1295 62 37 1 0
2535 64 35 1 0

専門研修

4 3 2 1
172 77 22 1 0
794 84 16 0 0
148 71 29 0 0
552 66 33 1 0
576 81 19 0 0
276 62 38 0 0
2518 76 24 0 0

9510 74 25 1 0

職務に応じた研修（全体）

教科指導等

受講延
べ人数

研修項目

養護教諭

評価（％）

高等学校

研修項目

主任・主事等研修

受講延
べ人数

研修項目

平成３１（令和元）年度の教職員研修の実施状況（令和２年３月２０日）

特別支援学校

小学校

中学校

校種等

各種教育等

幼児教育

基本研修（全体）

職務に応じた研修

鳥取県教育センター

【評価】（自己成長や資質向上に）　４：十分つながる、３：概ねつながる、２：あまりつながらない、１：つながらない

受講延
べ人数

評価（％）

情報教育

学校経営研修

専門研修（全体）

基本研修・職務研修・専門研修（全体）

特別支援教育
教育相談・生徒指導・学級経営

評価（％）
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